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京大東アジアセンターニュースレター   第 506号   





○ 読後雑感 ： ２０１４年 第４回 
○ カンボジア ： パイリン地域 再視察記 
○ 上海街角インタビュー ⑱ 
○ 【中国経済最新統計】 
第８回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2014 年 2 月 22 日(土) 13 時 
 
於 ：名城大学名駅サテライト (名古屋駅前桜通ビル 13 階) 
http://www.meijo-u.ac.jp/campus/shisetsu/sate.html 
 
司会 東京都市大学 教授 井上隆一郎  
 
１．自己紹介         
 13:00-13:20 
 
２．報告          
 13:20-16:00 
 □種谷 謙一 （セントパーツ） 
   日本からのリサイクル部品の輸出 
 
 □岡本 勝規（富山高等専門学校国際ビジネス学科 准教授） 
   最近のロシアにおける輸入中古車市場の動向 
 
□増田 弘 （増田商会 元東京日産） 
   新車ディーラーに於ける中古車輸出の経験から 
  
□福田 友子（千葉大学大学院人文社会科学研究科 助教） 
  中古車貿易業と南アジア系移民企業家 
 
３．ディスカッション        
 16:00-17:00 
 













                                                             小島正憲 
 
１．「バングラデシュ 国づくり奮闘記」  ２．「ASEANの実力を読み解く」  ３．「脱ニッポン富国論」 
４．「ASEAN経済共同体と日本」  ５．「東大講義 東南アジア近現代史」  
 
１．「バングラデシュ 国づくり奮闘記」  池田洋一郎著  英治出版  ２０１３年１０月３１日 
副題 ： 「アジア“新・新興国”から日本へのメッセージ」   






















































２．「ASEANの実力を読み解く」  みずほ総合研究所著  東洋経済新報社  ２０１４年１月２日 
















































３．「脱ニッポン富国論」  山田順著  文春新書  ２０１３年１２月２０日 






































４．「ASEAN経済共同体と日本」  石川幸一・清水一史・助川成也共著  文眞堂  ２０１３年１２月１５日 












































































                                                                   以上 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 
                                                                   










                   








ヌオン・チアの旧居は強風で壊れたので片付けられ跡形もなかったが、近くに        《 キュー・サムファン旧居 》 
ヌオン・チア夫人と孫たちが、現在、住んでい








私は適切な処置だったと思う。たとえそれ    
《 ヌオン・チア旧居跡 》       がヌオン・チアの言う「ワニのしっぽ」だった      《 ヌオン・チア夫人宅 》  
としても。  







してくれた。                   












               






















タイとの国境は、コッコンやポイペト同様に、   
物流・人的往来ともに、国際規格であり、                 


































































































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2     1549 20.3 24.9     
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年      2303 7.9 4.3     
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 





12月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014年             
1月    2.5  319 10.5 10.8   13.2 14.3 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
